[bookmark: _Hlk129183178]第１号様式（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　理事長　様
[bookmark: _Hlk190617237]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名（企業等名称）
代表者の役職・氏名　　　㊞
　　　　　　

令和８年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 岐阜県
ヘルスケア産業イノベーション推進事業費助成金 交付申請書

□新規（１年目／　年計画）　□継続（　年目／　年計画）
※新規か継続かチェックし、何年計画の何年目か明記すること

このことについて、下記のとおり標記助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

助成事業の名称
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

[bookmark: _Hlk190617698][bookmark: _Hlk193814635][bookmark: _Hlk190617704][bookmark: _Hlk190617709]□ 試作開発支援事業　　□ 製品化支援事業　　□ 海外販路開拓支援事業
（該当する助成対象事業にチェックを入れて下さい）

記
＜申請者の概要＞　
	資本金
	円
	主たる業種
	

	創業/設立年月日
	　年　　月　　日
	ホームページアドレス
	

	従業員数
（会員数）
	役員
	従業員（人）
	左記のうち
正社員

	
	
	事務系
	営業系
	製造系
	開発
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	決算状況
（直近２期分）
	区　分
	直前期　　年　　月期
	　　年　　月期

	
	売 上 高
	千円
	千円

	
	経常利益
	千円
	千円

	
	当期利益
	　千円
	千円

	担当者役職・氏名
所属部署名
電話番号
E-mailアドレス
	




第１号様式別表
申請者以外の関係者等について、１）～３）に分類してすべて記載して下さい。
　１）共同開発者
　２）ニーズ提供者、評価者、アドバイザー等
　３）共同出展社
	関係者等　①
	分類：　□１）　□２）　□３）　※チェックしてください。

	関係者名称
代表者職氏名
	

	所在地
	

	HP等のURL
	

	担当者所属部署名
役職・氏名
電話番号
E-mailアドレス
	



	関係者等　②
	分類：　□１）　□２）　□３）　※チェックしてください。

	関係者名称
代表者職氏名
	

	所在地
	

	HP等のURL
	

	担当者所属部署名
役職・氏名
電話番号
E-mailアドレス
	



	関係者等　③
	分類：　□１）　□２）　□３）　※チェックしてください。

	関係者名称
代表者職氏名
	

	所在地
	

	HP等のURL
	

	担当者所属部署名
役職・氏名
電話番号
E-mailアドレス
	



（注１）表を追加して、すべての関係者等について記載してください。


第１号様式－１
事業実施計画書

Ⅰ　申請事業の内容

１　事業の名称　　
	



２　助成事業の分野
□医療・福祉機器等　　□ウェルネス製品
（該当する事業の分野にチェックを入れて下さい）

３　助成事業期間
　　今年度　開始予定日：（日付を記入、又は交付決定日に 〇）
令和　　年　　月　　日、交付決定日 ～　完了予定日：令和　　年　　月　　日

（事業期間が複数年にわたる場合は、計画全体の開始・完了予定日を記載してください。）
全体計画　開始（予定）日：（日付を記入、又は交付決定日に 〇）
令和　　年　　月　　日、交付決定日 ～ 完了予定日：令和　　年　　月　　日

４　助成金交付申請額：　金　　　　　　　　千円　（今年度）
（収支予算書（第１号－３様式）の「助成金交付申請額A」の千円未満の端数を切り捨て）
（事業期間が複数年にわたる場合には、下表を記載してください。）
	
	１年目
	２年目
	３年目
	合計

	申請額
	
	
	
	

	実績額
	
	
	
	



５　事業の概要
	事業の概要
（300文字程度）



	












	実施場所
（所在地・名称）

	《主たる実施場所》





６　事業実施内容
《事業区分》試作開発支援事業又は製品化支援事業
[bookmark: _Hlk192166510]※　文字だけでなく、写真や図表などを使ってわかりやすく記載してください。
	ニーズ及び市場
	社会・業界ニーズの内容や、医療機関等現場ニーズの取得先・取得経緯・内容、市場調査（実施済みの場合）の結果などについて記載して下さい。





	試作開発する製品の概要（名称、特徴）
	試作開発を行う製品の概要について記載してください。
コンセプト設計までの場合においても、構想段階で構いませんので、製品内容を記載してください。



	新規性
独自性
	開発しようとしている技術製品の内容について新規性について記載下さい。開発する製品に用いる自社技術について記載してください。




	開発に活用する他者の技術シーズの概要


※該当ある場合のみ。





	※他者が保有する技術シーズを、保有者と合意の上で活用して開発を行う場合、その概要を記載。
※該当がない場合は、ここは空欄としてください。

《保有者》

《内容》

《活用方法》
※開発項目のどこにどのように適用するのかを記載してください。



	実施内容
	・市場調査の内容
※本助成事業で実施する場合は計画を、既に実施済みの場合は調査結果を記載下さい
・試作開発の内容
・試作後の医療現場等からの評価計画内容




	実施体制
	※社内の体制・連携先がある場合は連携先との役割分担を図表や箇条書きで記載してください。
※共同開発者や、ニーズの提供元、試作品を評価してもらったり実証の場を提供してもらうなどの医療福祉機関や取引先企業がある場合は、その機関名・役割等を、箇条書きにするなどわかりやすく記載してください。



	共同開発における役割分担

※該当ある場合のみ。



	※共同開発者とは、単に外注や試作品等の評価試験等を行うだけではなく、本助成事業の実施内容におけるなんらかの開発等項目の一部を分担して実施する者をいう。
※該当がない場合は、下枠を削除の上、ここは空欄としてください。
・申請者、共同開発者ごとに、前記の「実施内容」の項目と対応するように箇条書きしてください。
・前項「実施体制」に含めて記載しても問題ありません。その場合は、下枠を削除したうえで、ここには「前項に記載のとおり」と記載。

	申請者の分担項目および内容

	○○(株)
	①・・・・・検討
　　・・・・について、・・・する。
②・・・・の加工
　　・・・・について、・・・する


	共同開発者の分担項目および内容

	○○大学



○○研究所

○○(株)

	①・・・・・の検討
　　・・・・について、・・・する
②・・・・の
　　・・・・について、・・・する






	助成対象事業の目標（期待される成果）
	





	その他
	業許可取得状況の有無

有　　　　　　無
［有の場合：名称、許可・登録年月日等を記載してください。］




	
	助成事業において、スタートアップ企業や大学・試験研究機関との「共同開発」があるか。

有　　　　　　無


	
	当該申請内容に関し、当センターが実施する「事業可能性評価事業」の「Ａ評価」を受けたことがあるか。

有　　　　　　無



《事業区分》海外販路開拓支援事業
※　文字だけでなく、写真や図表などを使ってわかりやすく記載してください。
	展示会等の概要

	展示会等の名称
	

	展示会の概要
	※主催者が発出する出展案内等から転記するなど。





	主催者（契約先）
	


	開催場所
	会場名
	

	
	所在地
	

	会期
	　　　年　　月　　日
	～
	　　年　　月　　日

	主な来場者、
過去の来場者数
	


	他の助成金等
の申請状況
	
有・無

	※現在申請中又は申請予定の助成金等について記載してください。


	出展展示内容

	自社の小間数
	　　　　　　　　　　　　　　　小間

	出展の目的
	

	出展する製品
又は技術の名称
	



	主たる製造場所
	※事業所名、所在地



	出展する製品
又は技術の名称
	



	主たる製造場所
	※事業所名、所在地



	出展物のアピールポイント

	※写真等（別紙可）を用いて、外観・性能・用途を示し、新規性・独自性について説明してください。
※また、出展する製品の、国内外におけるシェアを記載してください。
※製品や技術に関するパンフレットがある場合には、添付してください。





	医療・福祉機器等、ウェルネス製品産業分野への参入状況

	販路開拓に関するビジョン
	販路開拓に関する長期ビジョン及び戦略を記載下さい

	製造体制
	製造に関する社内の体制、従業員数、年間製造予定数などを記載下さい

	販路開拓に
関する体制
	販売にかかわる社内の体制、従業員数、輸出割合などを記載下さい

	その他
	業許可取得状況の有無

有　　　　　　無
［有の場合：名称、許可・登録年月日等を記載してください。］




	
	展示製品の開発において、スタートアップ企業や大学・試験研究機関との連携があるか。

有　　　　　　無


	
	展示製品に関し、当センターが実施する「事業可能性評価事業」の「Ａ評価」を受けたことがあるか。

有　　　　　　無







７　助成事業計画（　年目／　年計画）
 〇 何年計画の何年目か明記すること。
 〇 申請する事業計画が複数年にわたる場合には、初年度から完了年度まで年度毎のスケジュール（計画）を記載すること。初年度以外の継続事業は、完了した年度には実績を記入すること。
　令和　　年度（１年目）
	
取  組  内  容

	第１四半期
	第２四半期
	第３四半期
	第４四半期

	
	5月（交付決定月）～6月
	7月～9月
	10月～12月
	1月～2月
（実績報告）

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	助成事業に要する経費

	交付決定額（申請額）

	助成金の確定額（実績）



   令和  　年度（　　年目）（事業が複数年にわたる場合に記載してください。）
	
取  組  内  容

	第１四半期
	第２四半期
	第３四半期
	第４四半期

	
	４月～6月
	7月～9月
	10月～12月
	1月～2月
（実績報告）

	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	

	助成事業に要する経費

	交付決定額（申請額）

	助成金の確定額（実績）



（事業が２年又は３年にわたる場合は、年度毎に表を追加してください。）
８　経費明細表

[bookmark: _Hlk190618629]※見積書や価格表等に基づき精度の高い金額を記載すること。
　　　（単位：円）
	経費区分
	助成事業に要する経費
（税込）
	助成対象
経費
（税抜）
	助成金
充当額
	積算の内訳等
（内容・単価・数量・金額）
（A：税込み））

	
	［A］
	［B］
	［B］×1/2以内
	

	











	
	
	
	経費区分ごとに整理して、その積算明細（単価×数量など）を記載してください。


	※要領の別表を参照して作成してください。
・記載する経費は別表に記載する助成対象経費の順に記載すること
・経費毎に上限額等の制限があるため、別表の注意事項を確認して記載すること



	
合　計
	

	

	[Ｘ］

	



	[bookmark: _Hlk190812742]助成金交付申請額　[Z］
[Ｘ］の金額から1,000円未満切り捨てた額
または助成上限額
	[Z］　　          　円　



（注１）支出の部の経費区分は、交付要領別表の「助成対象経費」を参考に記入してください。
（注２）助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
（注３）積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。
（注４）継続事業の場合、当該年度以降の２年目、３年目にかかる見積書も提出してください。
[bookmark: _Hlk192166096][bookmark: _Hlk192166079]（注５）申請者が共同開発者へ支払う経費については、『大学等および公的研究機関への《研究委託費》』のみを助成対象とし、これ以外（共同開発者からの物品等調達・役務など）の経費は助成対象になりません。ただし、《研究委託費》以外で、本助成事業実施のために必要な物品等を共同開発者へ提供するために、申請者が調達（経費を支出）するものは助成対象とします。
（注６）《研究委託費》を計上する場合は、委託先における委託費の内訳を別途作成して添付してください。


９　確認事項
（１）助成対象等　（※下記項目にチェック）
	☐　岐阜県ヘルスケア産業推進ネットワークの登録者（又は登録予定者）である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
☐　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 岐阜県ヘルスケア産業イノベーション推進事業費助成金交付要綱の、第４条（欠格事由）に該当してない。　　　　　　　　　　
☐　本事業の実施期間中は、当該事業に関して国や県等から他の補助金又は委託金等の交付を受けていない。
☐　本事業が採択された場合は、（公財）岐阜県産業経済振興センターおよび県ホームページ等に「事業の名称」及び「申請者の名称」を公開することを承諾する。



（２）本件以外の補助金等の交付を受けた実績・申請予定等
これまで（過去３年程度）に、産経センターおよび他の機関（国・県・市町村・財団等）から補助金・助成金の交付等による経費支援を受けて実施した研究開発事業および販路開拓事業、または現在申請中・申請予定の研究開発事業および販路開拓事業について記載。
	《補助等施策名》
《補助等事業名および概要》
《交付決定（申請中・予定）額》
※本助成事業の申請内容に類似したものは本申請内容との違いも併せて記述。

（例）
令和○○年度○○支援事業（○○省）
事業名「○○に関する研究」
交付決定額　00,000千円





Ⅱ　提出書類

	１．交付申請書（第１号様式）【原本】
(1)表紙　【要 押印】
(2)第１号様式別表
(3)第１号様式－１　事業実施計画書
(4)積算金額の根拠書類（見積書、料金表、ホームページ、チラシ等）
(5)仕様書（委託・外注する場合、専門機関等へ評価や指導を依頼する場合等）
(6)第１号様式－２　事前着手理由書（※該当する場合のみ）
・基本Ａ４サイズ、片面印刷、左上クリップ留め。
・表紙に代表者印
・電子データも併せて電子メールにて提出

	２．申請者の会社案内等　※5部
[bookmark: _Hlk193372889]・申請者名・代表者名・設立年・事業内容・沿革等がわかる書類（会社案内パンフレット等）

	３．共同開発者の事業等がわかる資料
[bookmark: _Hlk193372972]（※《試作開発支援事業》《製品化支援事業》において、かつ該当する場合のみ）
・企業の場合は会社案内等、大学・研究機関等の場合はその研究室･部署等の業務
内容が分かるもの。

	４． 出展する展示会・展示品の概要が分かる資料　※5部
　（※《海外販路開拓支援事業》の場合のみ）
・出展案内等、展示会の概要（内容、対象、会場、期間等）等が分かる資料
・カタログ等、展示品の概要、特徴が分かる資料（共同出展者の展示品を含む）

	５．登記簿謄本
①法人　「履歴事項全部証明書」【原本】　※発行後３か月以内
②個人　「個人事業の開業･廃業等届出書」【写し】※県内税務署に提出したもの
※ 申請者名･所在地･屋号が確認でき、申請書と一致していること。

	[bookmark: _Hlk193373522]６．決算報告書　（※税務署に提出したものの【写し】）
　　①法人　直近２期分
②個人　令和６年及び７年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書及び申告
決算書又は収支内訳書

	７．納税証明書
(1)岐阜県納税証明書　（※県税事務所発行【原本】）
納税証明書（すべての県税及び地方法人特別税・特別法人事業税）
(2)市町村納税証明書　（※市町村役場発行【原本】）
完納証明書（すべての税目）
(3)法人税及び消費税等納税証明書　（※税務署発行【原本】）
　①法人 納税証明書「その３の３」(法人税と消費税及地方消費税)
②個人 納税証明書「その３の２」(申告所得税及復興特別所得税と消費税及地方消費税)






第１号様式－２（第７条関係）　　※該当ある場合のみ、申請書に添付


事前着手理由書

１　事業名
　　「　　　　　　　　　　」

２　事前着手（予定）日
　　　令和　　年　　月　　日
　　※別紙様式１の「２ スケジュール」表にも記載すること。

３　事前着手の内容と理由（簡潔に記載してください。）




４　事前着手に必要となる経費
　　※別紙様式１の「Ⅲ 経費明細」から抜粋して記載すること。
	経費区分
	助成事業に要する経費
（税込）
	助成対象
経費
（税抜）
	助成金
充当額
	積算の内訳等
（内容・単価・数量・金額）
（A：税込み））

	
	［A］
	［B］
	［B］×1/2以内
	

	


	0
	0
	0
	・

	


	0
	0
	0
	

	合　計
	0
	0
	0
	



※　経費の内容、積算等、具体的な内容がわかる資料（例：展示会の出展者向け案内など）を添付してください。


	※交付決定前に事業に着手することは、原則認められません。
事前着手は、事業の性格上又はやむを得ない理由があると理事長が特に認めた場合にのみ、例外的に認めるものです。
事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、助成申請が採択されない場合や、又は助成申請が採択されても事前着手に必要な経費が助成対象として認められない場合があります。
支払いまでを済ませたものは、（前払いであっても）事前着手理由書を提出した場合であっても助成対象として認められません。



